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香川県広域水道企業団職員就業規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和７年３月31日 

香川県広域水道企業団企業長  池  田  豊  人   

香川県広域水道企業団企業管理規程第５号 

香川県広域水道企業団職員就業規則の一部を改正する規則 

 香川県広域水道企業団職員就業規則（平成30年香川県広域水道企業団企業管理規程第３号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

  

（育児又は介護を行う職員の正規の勤務時間以外の時間における勤務等の

制限） 

（育児又は介護を行う職員の正規の勤務時間以外の時間における勤務等の

制限） 

第９条 企業長は、小学校就学の始期に達するまでの子（育児休業法第２条 

第１項において子に含まれるものとされる者を含む。第17条第１項を除き､

以下同じ。）を養育する職員が、別に定めるところにより、当該子を養育 

するために請求した場合には、当該請求をした職員の業務を処理するため

の措置を講ずることが著しく困難である場合を除き、前条に規定する勤務

（災害その他避けることのできない事由に基づく臨時の勤務を除く。）を

させてはならない。 

第９条 企業長は、３歳に満たない子（育児休業法第２条第１項において子

に含まれるものとされる者を含む。以下この条において同じ。）を養育す

る職員が、別に定めるところにより、当該子を養育するために請求した場

合には、当該請求をした職員の業務を処理するための措置を講ずることが

著しく困難である場合を除き、前条に規定する勤務（災害その他避けるこ

とのできない事由に基づく臨時の勤務を除く。）をさせてはならない。 

２・３ 略 ２・３ 略 

４ 前３項の規定は、第17条第１項に規定する要介護者を介護する職員につ

いて準用する。この場合において、第１項中「小学校就学の始期に達する

までの子（育児休業法第２条第１項において子に含まれるものとされる者

を含む。第17条第１項を除き、以下同じ。）を養育する職員が、別に定め

るところにより、当該子を養育する」とあり、第２項中「小学校就学の始 

期に達するまでの子のある職員（職員の配偶者で当該子の親であるものが､

深夜（午後10時から翌日の午前５時までの間をいう。以下同じ。）におい 

て常態として当該子を養育することができる者として別に定める者に該当

する場合における当該職員を除く。）が、別に定めるところにより、当該

子を養育する」とあり、及び前項中「小学校就学の始期に達するまでの子

のある職員が、別に定めるところにより、当該子を養育する」とあるのは

「第17条第１項に規定する要介護者のある職員が、別に定めるところによ

り、当該要介護者を介護する」と、第１項中「当該請求をした職員の業務

を処理するための措置を講ずることが著しく困難である」とあるのは「公

務の正常な運営を妨げる」と、第２項中「深夜における」とあるのは「深

４ 前３項の規定は、第17条第１項に規定する要介護者を介護する職員につ

いて準用する。この場合において、第１項中「３歳に満たない子（育児休

業法第２条第１項において子に含まれるものとされる者を含む。以下この

条において同じ。）を養育する職員が、別に定めるところにより、当該子

を養育する」とあり、第２項中「小学校就学の始期に達するまでの子のあ

る職員（職員の配偶者で当該子の親であるものが、深夜（午後10時から翌

日の午前５時までの間をいう。以下同じ。）において常態として当該子を

養育することができる者として別に定める者に該当する場合における当該 

職員を除く。）が、別に定めるところにより、当該子を養育する」とあり､

及び前項中「小学校就学の始期に達するまでの子のある職員が、別に定め 

るところにより、当該子を養育する」とあるのは「第17条第１項に規定す

る要介護者のある職員が、別に定めるところにより、当該要介護者を介護

する」と、第１項中「当該請求をした職員の業務を処理するための措置を 

講ずることが著しく困難である」とあるのは「公務の正常な運営を妨げる｣

と、第２項中「深夜における」とあるのは「深夜（午後10時から翌日の午 
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夜（午後10時から翌日の午前５時までの間をいう。）における」と読み替

えるものとする。 

前５時までの間をいう。）における」と読み替えるものとする。 

  

（休暇の種類） （休暇の種類） 

第13条 職員の休暇は、年次休暇、病気休暇、特別休暇、介護休暇、介護時

間及び子育て部分休暇とする。 

第13条 職員の休暇は、年次休暇、病気休暇、特別休暇、介護休暇及び介護

時間とする。 

  

（特別休暇） （特別休暇） 

第16条 略 第16条 特別休暇は、特別の事由により職員が勤務しないことが相当である 

場合における休暇とし、その期間は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ､

当該各号に定める期間とする。 

(１)～(５) 略 (１)～(５) 略 

(５)の２ 職員が不妊治療を受ける場合 その都度必要と認める日又は15

分を単位とする時間。ただし、一の年において12日を限度とする。 

(５)の２ 職員が不妊治療を受ける場合 その都度必要と認める日又は時

間。ただし、一の年において12日を限度とする。 

(６)・(７) 略 (６)・(７) 略 

(８) 職員が生後３年に達しない子を育てる場合 １日につき1 2 0分を超

えない範囲内で１日２回それぞれ15分を単位とする時間（生後１年に達

しない子を育てる女性職員にあっては、30分以上に限る。男性職員にあ

っては、その子の当該職員以外の親（当該子について民法（明治29年法

律第89号）第8 1 7条の２第１項の規定により特別養子縁組の成立につい

て家庭裁判所に請求した者（当該請求に係る家事審判事件が裁判所に係

属している場合に限る。）であって当該子を現に監護するもの又は児童

福祉法（昭和22年法律第1 6 4号）第27条第１項第３号の規定により当該

子を委託されている同法第６条の４第１号に規定する養育里親である者 

（同法第27条第４項に規定する者の意に反するため、同項の規定により､

同法第６条の４第２号に規定する養子縁組里親として委託することがで 

きない者に限る。）若しくは同条第２号に規定する養子縁組里親である

者を含む。）が当該職員がこの号の休暇を使用しようとする日における

この号の休暇（これに相当する休暇を含む。）を承認され、又は労働基

準法第67条の規定により同日における育児時間を請求した場合は、１日

につき1 2 0分から当該承認又は請求に係る期間を差し引いた期間を超え

ない範囲内で１日２回それぞれ15分を単位とする時間） 

(８) 職員が生後３年に達しない子を育てる場合 １日２回それぞれ30分

（男性職員にあっては、その子の当該職員以外の親（当該子について民

法（明治29年法律第89号）第8 1 7条の２第１項の規定により特別養子縁

組の成立について家庭裁判所に請求した者（当該請求に係る家事審判事

件が裁判所に係属している場合に限る。）であって当該子を現に監護す

るもの又は児童福祉法（昭和22年法律第1 6 4号）第27条第１項第３号の

規定により当該子を委託されている同法第６条の４第１号に規定する養

育里親である者（同法第27条第４項に規定する者の意に反するため、同

項の規定により、同法第６条の４第２号に規定する養子縁組里親として

委託することができない者に限る。）若しくは同条第２号に規定する養

子縁組里親である者を含む。）が当該職員がこの号の休暇を使用しよう

とする日におけるこの号の休暇（これに相当する休暇を含む。）を承認

され、又は労働基準法第67条の規定により同日における育児時間を請求

した場合は、１日２回それぞれ30分から当該承認又は請求に係る各回ご

との期間を差し引いた期間） 

(９) 職員の配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある

者を含む。次号及び第11号において同じ。）が出産する場合 その都度

(９) 職員の配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある

者を含む。次号及び第11号において同じ。）が出産する場合 その都度
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必要と認める日又は15分を単位とする時間。ただし、出産予定日前１週

間以内及び出産の日以後２週間以内の期間において３日を限度とする。 

必要と認める日又は時間。ただし、出産予定日前１週間以内及び出産の

日以後２週間以内の期間において３日を限度とする。 

(10) 職員の配偶者が出産する場合であってその出産予定日の８週間（多

胎妊娠の場合にあっては、14週間）前の日から当該出産の日以後１年を

経過する日までの期間にある場合において、当該出産に係る子又は小学

校就学の始期に達するまでの子（配偶者の子を含む。）を養育する職員

が、これらの子の養育を行う場合 その都度必要と認める日又は15分を

単位とする時間。ただし、当該期間内において５日を限度とする。 

(10) 職員の配偶者が出産する場合であってその出産予定日の８週間（多

胎妊娠の場合にあっては、14週間）前の日から当該出産の日以後１年を

経過する日までの期間にある場合において、当該出産に係る子又は小学

校就学の始期に達するまでの子（配偶者の子を含む。）を養育する職員

が、これらの子の養育を行う場合 その都度必要と認める日又は時間。

ただし、当該期間内において５日を限度とする。 

(11) 職員が、職員の父母（配偶者の父母を含む。）、配偶者若しくは子

（配偶者の子を含む。以下この号において同じ。）の看護（負傷し、又

は疾病にかかったその者の世話をいう。以下同じ。）を行い、又は職員

が養育する中学校就学の始期に達するまでの子の介助等（疾病の予防を

図るために必要なものとして企業長が定めるその子の世話若しくは学校

保健安全法（昭和33年法律第56号）第20条の規定による学校の休業その

他これに準ずるものとして企業長が定める事由に伴うその子の世話を行

うこと又はその子の教育若しくは保育に係る行事のうち企業長が定める

ものへの参加をすることをいう。以下同じ。）を行う場合 その都度必

要と認める日又は15分を単位とする時間。ただし、一の年において５日

（子が２人以上の場合にあっては、10日（うち５日は、子の看護又は介

助等を行うため使用する場合に限る。））を限度とする。 

(11) 職員が、職員の父母（配偶者の父母を含む。）、配偶者若しくは子

（配偶者の子を含む。以下この号において同じ。）の看護（負傷し、又

は疾病にかかったその者の世話をいう。以下同じ。）を行い、又は職員

が養育する中学校就学の始期に達するまでの子の介助（疾病の予防を図

るために必要なものとして企業長が定めるその子の世話をいう。以下同

じ。）を行う場合 その都度必要と認める日又は時間。ただし、一の年

において５日（子が２人以上の場合にあっては、10日（うち５日は、子

の看護又は介助を行うため使用する場合に限る。））を限度とする。 

(12) 職員が、要介護者（第17条第１項に規定する要介護者をいう。以下

この号において同じ。）の介護その他の企業長が定める世話を行う場合 

その都度必要と認める日又は15分を単位とする時間。ただし、一の年

において５日（要介護者が２人以上の場合にあっては、10日）を限度と

する。 

(12) 職員が、要介護者の介護その他の企業長が定める世話を行う場合 

その都度必要と認める日又は時間。ただし、一の年において５日（要介

護者が２人以上の場合にあっては、10日）を限度とする。 

(13)～(20) 略 (13)～(20) 略 

(21) 妊娠中の女性職員が妊娠に起因するつわり等の障害により勤務する

ことが著しく困難である場合 その都度必要と認める日又は15分を単位

とする時間（定年前再任用短時間勤務職員等及び育児短時間勤務職員等

にあっては、15分を単位とする時間）。ただし、一の妊娠期間において

14日（定年前再任用短時間勤務職員等及び育児短時間勤務職員等にあっ

ては、1 0 8時間30分に週間勤務時間を38.75で除して得た数を乗じて得

た時間数（その時間数に１時間未満の端数があるときは、これを四捨五

入して得た時間数））を限度とする。 

(21) 妊娠中の女性職員が妊娠に起因するつわり等の障害により勤務する

ことが著しく困難である場合 その都度必要と認める日又は時間（定年 

前再任用短時間勤務職員等及び育児短時間勤務職員等にあっては、時間)｡

ただし、一の妊娠期間において14日（定年前再任用短時間勤務職員等及 

び育児短時間勤務職員等にあっては、1 0 8時間30分に週間勤務時間を 

38.75で除して得た数を乗じて得た時間数（その時間数に１時間未満の

端数があるときは、これを四捨五入して得た時間数））を限度とする。 
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(22)～(25) 略 (22)～(25) 略 

２ 略 ２ 略 

  

（介護時間） （介護時間） 

第18条 略 第18条 略 

  

（子育て部分休暇）  

第18条の２ 子育て部分休暇は、職員（育児短時間勤務職員等を除く。）が

その小学校就学の始期から９歳に達する日以後の最初の３月31日までの間

にある子を養育するため、１日の勤務時間の一部につき勤務しないことが

相当であると認められる場合における休暇とする。 

 

２ 子育て部分休暇の時間は、１日につき２時間を超えない範囲内で必要と

認められる時間とする。 

 

３ 子育て部分休暇については、その勤務しない１時間につき、勤務１時間

当たりの給与額を減額する。 

 

  

 （介護休暇、介護時間及び子育て部分休暇の請求）  （介護休暇及び介護時間の請求） 

第20条 介護休暇、介護時間又は子育て部分休暇を取得しようとする職員は､

別に定めるところにより、あらかじめ企業長に請求し、承認を受けなけれ 

ばならない。 

第20条 介護休暇又は介護時間を取得しようとする職員は、別に定めるとこ

ろにより、あらかじめ企業長に請求し、承認を受けなければならない。 

２ 略 ２ 略 

  

（休暇の承認の決定等） （休暇の承認の決定等） 

第21条 病気休暇、特別休暇（第16条第１項第６号及び第７号に掲げる場合

の特別休暇を除く。次項において同じ。）、介護休暇、介護時間又は子育

て部分休暇の請求があった場合においては、企業長は速やかに承認するか

どうかを決定し、当該請求を行った職員に対して当該決定を通知するもの

とする。ただし、介護休暇の請求があった場合において、当該請求に係る

期間のうちに当該請求があった日から起算して１週間を経過する日（以下

この項において「１週間経過日」という。）後の期間が含まれているとき

における当該期間については、１週間経過日までに承認するかどうかを決

定することができる。 

第21条 病気休暇、特別休暇（第16条第１項第６号及び第７号に掲げる場合

の特別休暇を除く。次項において同じ。）、介護休暇又は介護時間の請求

があった場合においては、企業長は速やかに承認するかどうかを決定し、

当該請求を行った職員に対して当該決定を通知するものとする。ただし、

介護休暇の請求があった場合において、当該請求に係る期間のうちに当該

請求があった日から起算して１週間を経過する日（以下この項において「

１週間経過日」という。）後の期間が含まれているときにおける当該期間

については、１週間経過日までに承認するかどうかを決定することができ

る。 

２ 略 ２ 略 

３ 企業長は、介護休暇、介護時間又は子育て部分休暇の請求について、第 ３ 企業長は、介護休暇又は介護時間の請求について、第17条第１項又は第
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17条第１項、第18条第１項又は第18条の２第１項に定める場合に該当する

と認めるときは、これを承認しなければならない。ただし、当該請求に係

る期間のうち公務の運営に支障がある日又は時間については、この限りで

ない。 

18条第１項に定める場合に該当すると認めるときは、これを承認しなけれ

ばならない。ただし、当該請求に係る期間のうち公務の運営に支障がある

日又は時間については、この限りでない。 

４ 企業長は、病気休暇、特別休暇、介護休暇、介護時間又は子育て部分休

暇について、その事由を確認する必要があると認めるときは、証明書類の

提出を求めることができる。 

４ 企業長は、病気休暇、特別休暇、介護休暇又は介護時間について、その

事由を確認する必要があると認めるときは、証明書類の提出を求めること

ができる。 

  

（育児休業等） （育児休業等） 

第24条 略 第24条 略 

２ 略 ２ 略 

３ 企業長は、職員（次に掲げる職員を除く。）が請求した場合において、

公務の運営に支障がないと認めるときは、別に定めるところにより、当該

職員がその小学校就学の始期（別に定める非常勤職員にあっては、３歳）

に達するまでの子を養育するため１日の勤務時間の一部（２時間を超えな

い範囲内の時間に限る。）について勤務しないこと（以下「部分休業」と

いう。）を承認することができる。 

３ 企業長は、職員（次に掲げる職員を除く。）が請求した場合において、

公務の運営に支障がないと認めるときは、別に定めるところにより、当該

職員がその小学校就学の始期（別に定める非常勤職員にあっては、３歳）

に達するまでの子（育児休業法第２条第１項において子に含まれるものと

される者を含む。）を養育するため１日の勤務時間の一部（２時間を超え

ない範囲内の時間に限る。）について勤務しないこと（以下「部分休業」

という。）を承認することができる。 

４・５ 略 ４・５ 略 

  

附 則 

 この規程は、令和７年４月１日から施行する。 

 


